
令和５年度第１回東大阪市住工共生まちづくり審議会 次第 

日時：令和５年１１月７日（火）午後１時００分～ 

場所：クリエイション・コア東大阪 南館３階 研修室 

１  審議会委員の紹介 ＿３ページ 

２  本審議会について ＿５ページ 

３  議題１ 住工共生まちづくり事業にかかる取組みについて ＿７ページ 

４  議題２ 住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱の一部改正について 

 ＿１５ページ 

５  議題３ 施策等の実施状況の公表および意見募集について ＿２１ページ 

６  その他 

【参考資料】 

① 東大阪市住工共生のまちづくり条例 ＿３５ページ 

② 東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱 ＿４０ページ 
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東大阪市住工共生まちづくり審議会委員名簿
（委嘱期間：令和４年１２月１４日から令和６年３月３１日）

No 委員氏名 役割 肩書 分野 区分

1 粂野　博行 会長 大阪商大総合経営学部経営学科教授 地域経済 学識経験者

2 濱田　學昭 副会長
元和歌山大学特任教授
東大阪市都市計画審議会委員

都市計画 学識経験者

3 芦塚　格 委員 近畿大学経営学部経営学科教授 経営 学識経験者

4 大石　房枝 委員 成和校区自治連合会女性部長 自治協議会 その他市長が適当と認める者

5 奥田　晃生 委員
近畿大学総合文化研究科 文化・社会
学専攻 都市学コース修士課程

大学 その他市長が適当と認める者

6 加茂　みどり 委員
追手門学院大学地域創造学部地域創
造学科教授

生活環境 学識経験者

7 阪上　義治 委員 東大阪商工会議所専務理事 商工会議所 その他市長が適当と認める者

8 竹中　佐江子 委員 株式会社竹中製作所代表取締役社長 事業者 その他市長が適当と認める者

9 松浦　善光 委員 市民委員 市民公募 公募に応じた者

10 松下　寛史 委員 株式会社松下工作所代表取締役 事業者公募 公募に応じた者

※五十音順
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○東大阪市住工共生まちづくり審議会規則 

平成25年３月31日東大阪市規則第62号 

改正            

平成27年３月27日規則第27号 

令和２年３月18日規則第７号 

東大阪市住工共生まちづくり審議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東大阪市住工共生のまちづくり条例（平成25年東大阪市条例第５号）第

19条第４項の規定に基づき、東大阪市住工共生まちづくり審議会（以下「審議会」という。）

の組織、運営その他審議会に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 公募に応じた者 

(３) その他市長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、前条第２項の規定により委嘱された日が属する年度の翌年度の末日ま

でとする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（関係者の出席） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見又は説明を

聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、都市魅力産業スポーツ部において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮

って定める。 

附 則 

5



2/2 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 第２条第２項の規定による委嘱後最初の審議会の招集及び会長が選出されるまでの間に

おける審議会の運営は、市長が行う。 

附 則（平成27年３月27日規則第27号） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項の規定は、この規則の施行の日以後に委嘱される委員の任期につい

て適用し、同日前に委嘱された委員の任期については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に在職する会長及び副会長の任期については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月18日規則第７号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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（議題３） 施策等の実施状況の公表及び意見募集について 

１．概要 － 東大阪市住工共生のまちづくり条例第２０条第１項に基づき、施策等の実施状況

を公表し、広く市民やモノづくり企業等の皆様からそれに対する意見を募集しました。 

（施策の実施状況の公表等） 

第２０条 市長は、毎年度、住工共生のまちづくりについて、この条例に基づく施策等の実施状況を公表し、

広く市民、モノづくり企業等の意見を求めるものとする。 

２ 市長は、毎年度、この条例に基づく施策等の実施状況及び前項の規定に基づく意見を審議会に報告する

ものとする。 

３ （略）

２．公表内容 － 次ページのとおり 

３．期間 － 令和５年８月１４日から９月１５日まで 

４．広報 

① 市政だより ② ホームページ 

③ 中小企業だより ④ 電子申請システム 

５．意見 － 提出はありませんでした。いっそうの広報の拡充に努めてまいります 
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○東大阪市住工共生のまちづくり条例 

平成25年３月31日東大阪市条例第５号 

東大阪市住工共生のまちづくり条例 

本市は、モノづくり基盤産業を中心に多種多様な製造業が集積するモノづくりのまちであり、

これらの製造業の技術力は、日本の製造業の国際競争力の源泉である。モノづくり企業は、緊

密な連携による分業体制により、柔軟な生産ネットワークを構築している。それぞれのモノづ

くり企業が専門分野に特化することで、その製造技術を深化させ、様々な需要に柔軟に対応で

きることが本市のモノづくり企業の集積の大きな特徴となっている。 

一方、本市は、多くの市民が生活する住宅都市としての側面もあり、交通の利便性が高いこ

となどを背景に、住居系の地域はもとより、工業地域又は準工業地域における土地についても、

住宅用地としての需要がある。 

しかし、モノづくり企業の近隣における住宅の建築により、当該モノづくり企業と近隣住民

との間で相隣関係における問題が発生していることも事実である。このような事態は、モノづ

くり企業の操業環境に影響を与えるだけでなく、市民の良好な住環境の観点からも好ましい状

況ではない。 

職住近接の中、モノづくり企業への市民の就業率が高く、モノづくり企業の集積は、地域経

済を支える本市の重要な存立基盤である。このため、市民の良好な住環境とモノづくり企業の

操業環境を保全し、創出することにより、住工共生のまちを実現していく必要がある。 

そこで、住工共生のまちづくりが本市の更なる発展に欠くことのできないものであることを

本市の共通認識とし、市民、モノづくり企業、建築主等、関係者及び市が一体となって、住工

共生のまちづくりを総合的に推進するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、住工共生のまちづくりについての基本理念を定め、市民、モノづくり企

業、建築主等、関係者及び市の責務を明らかにするとともに、住工共生のまちづくりの推進

に関する基本的な事項等を定め、市民の良好な住環境及びモノづくり企業の操業環境を保全

し、創出することにより、住工共生のまちの実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 住宅 一戸建ての住宅、共同住宅、長屋、寄宿舎、兼用住宅その他の住居の用に供す

る建築物をいう。 

(２) モノづくり企業 本市の区域内において、製造業を営んでいるものをいう。 

(３) 建築 建築物を新築し、又は増築することをいう。 

(４) 建築主 建築物を建築するために請負契約を締結した注文者又は請負契約によらな

いで自ら建築物を建築するものをいう。 

(５) 建築主等 建築主及び宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）

第２条第３号に規定する宅地建物取引業者をいう。以下同じ。）をいう。 

(６) 関係者 経済団体、自治会、小中学校等及び金融機関をいう。 

（基本理念） 

第３条 住工共生のまちづくりは、誰もが安全で快適に暮らせるまち、元気に働き活力あふれ

る経済活動が営まれるまち及びモノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、本市がモノ

づくりのまちであることに誇りを持てるまちの実現を図ることを旨として、市民、モノづく
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り企業、建築主等、関係者及び市が相互に連携を図りながら、協働して推進されなければな

らない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、住工共生

のまちづくりに関する理解を深め、住工共生のまちづくりの推進に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（モノづくり企業の責務） 

第５条 モノづくり企業は、基本理念にのっとり、住工共生のまちづくりの推進に関する施策

に協力するよう努めるとともに、その事業活動を行うに当たって、市民の良好な住環境に配

慮するものとする。 

２ モノづくり企業は、地域社会の一員として、社会的責任を自覚し、地域社会に貢献するよ

う努めるものとする。 

（建築主等の責務） 

第６条 建築主等は、基本理念にのっとり、モノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、

この条例に基づく義務を果たすとともに、住工共生のまちづくりの推進に関する施策に協力

するよう努めるものとする。 

（関係者の責務） 

第７条 関係者は、基本理念にのっとり、モノづくり企業が果たす役割の重要性を理解し、住

工共生のまちづくりに資する自主的な取組みを行うとともに、住工共生のまちづくりの推進

に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市の責務） 

第８条 市は、基本理念にのっとり、住工共生のまちづくりの推進に関する施策を策定し、及

び実施しなければならない。 

２ 市は、住工共生のまちづくりの推進に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を

講ずるものとする。 

（住工共生のまちづくりの推進に関する施策の実施） 

第９条 市は、第１条の目的を達成するため、市民、モノづくり企業、建築主等及び関係者と

連携して、次に掲げる住工共生のまちづくりの推進に関する施策を実施するものとする。 

(１) 市民とモノづくり企業が共生できる環境形成を促進する施策 

(２) 住工混在の緩やかな解消に資する施策 

(３) モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続を支援する施策 

(４) その他住工共生のまちづくりに資する施策 

（モノづくり推進地域） 

第10条 市長は、モノづくり企業の集積を維持するため、準工業地域（都市計画法（昭和43年

法律第100号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域をいう。以下同じ。）として指定

されている地域のうちモノづくり企業の土地利用の比率が高い地域及び工業地域（同号に規

定する工業地域をいう。以下同じ。）として指定されている地域をモノづくり推進地域とし

て指定することができる。 

２ 市長は、モノづくり推進地域の全部又は一部についてモノづくり企業の集積を維持する必

要がなくなったと認めるときは、当該モノづくり推進地域の全部又は一部について、前項の

規定による指定を解除することができる。 
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３ 市長は、モノづくり推進地域を指定し、又は指定の解除をしようとするときは、あらかじ

め、第19条の東大阪市住工共生まちづくり審議会の意見を聴くものとする。 

４ 市長は、モノづくり推進地域を指定し、又は指定の解除をしたときは、遅滞なく、その旨

を告示しなければならない。 

（特別用途地区等を活用した住工共生のまちづくりの推進） 

第11条 市長は、モノづくり推進地域のうち、特にモノづくり企業の集積を維持し、促進する

ことが必要であると認める地域について、都市計画法に基づく特別用途地区及び地区計画の

制度を積極的に活用するものとする。 

２ 市長は、前項の制度を活用するに当たり、その円滑な推進が図られるよう補助その他必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（住工共生まちづくり協議会） 

第12条 市長は、住工共生のまちづくりを推進することを目的とする団体であって、次に掲げ

る要件の全てを満たすものを、その申請に基づき、住工共生まちづくり協議会（以下「協議

会」という。）として認定することができる。 

(１) 代表者を定めていること。 

(２) 規約等を定めていること。 

(３) 対象区域を定めていること。 

(４) 主として、対象区域内の市民、モノづくり企業及び自治会で構成していること。 

(５) 対象区域内の市民、モノづくり企業等に対して、協議会の活動への自主的な参加を認

めていること。 

２ 市長は、協議会が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その認定を取り消すこ

とができる。 

(１) 解散の届出があったとき。 

(２) 前項の認定の要件に適合しなくなったとき。 

(３) 基本理念に著しく反したとき。 

（重点地区） 

第13条 市長は、モノづくり企業の集積を重点的に維持するため、協議会の対象区域内のモノ

づくり推進地域を重点地区として指定する。 

２ 市長は、前条第２項の規定に基づき協議会の認定を取り消した場合は、重点地区としての

指定を解除する。 

３ 市長は、重点地区を指定し、又は指定を解除したときは、遅滞なく、その旨を告示しなけ

ればならない。 

（協議会及び重点地区に対する支援） 

第14条 市は、住工共生のまちづくりの推進を図るため、協議会が行う取組み及び重点地区に

対して必要な支援を行うものとする。 

（住宅の建築の協議） 

第15条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画について、あらかじめ、市と協議しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定による協議に係る住宅について、騒音その他の生活環境に及ぶ影響

を自ら低減するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（近隣のモノづくり企業等に対する説明） 
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第16条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画の周知を図るため、前条第１項の規定による協議を行った後、次に掲げる者に対

し、当該建築に係る計画の内容について説明しなければならない。 

(１) 当該住宅の敷地と隣接するモノづくり企業その他周辺の地域において市長が必要と

認めるモノづくり企業 

(２) 当該住宅の敷地が協議会の重点地区内に所在する場合は、その協議会 

２ 建築主は、前項の説明を行った後、遅滞なく、当該説明に係る結果を市長に報告しなけれ

ばならない。 

（標識の設置） 

第17条 建築主は、モノづくり推進地域内において住宅を建築しようとするときは、当該建築

に係る計画の周知を図るため、第15条第１項の規定による協議を行った後、当該住宅の敷地

内の見やすい場所に、次に掲げる事項を表示した標識を設置しなければならない。 

(１) 当該住宅の敷地の所在地 

(２) 建築主又はその請負人の氏名又は名称及び連絡先 

(３) 当該住宅の種別及び階数 

(４) 工事予定期間 

（売買等の仲介時の説明） 

第18条 宅地建物取引業者は、工業地域若しくは準工業地域内の宅地又はこれらの地域内の住

宅の売買又は貸借の仲介をするときは、新たに当該宅地又は住宅を取得し、又は借りようと

する者に対して、次の各号に掲げる事項について説明するよう努めなければならない。 

(１) 工業地域又は準工業地域の趣旨及び概要等 

(２) 公害関係法令に定める規制基準 

(３) 近隣のモノづくり企業の立地状況 

(４) 土壌汚染調査に関する情報を有している場合は、その情報 

（住工共生まちづくり審議会） 

第19条 本市に、東大阪市住工共生まちづくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事項を審議する。 

(１) この条例の改廃に関すること。 

(２) この条例に基づく住工共生のまちづくりの推進に関する取組みに関すること。 

(３) モノづくり推進地域の指定及び指定の解除に関すること。 

(４) その他住工共生のまちづくりの推進に関する重要な事項に関すること。 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

（施策の実施状況の公表等） 

第20条 市長は、毎年度、住工共生のまちづくりについて、この条例に基づく施策等の実施状

況を公表し、広く市民、モノづくり企業等の意見を求めるものとする。 

２ 市長は、毎年度、この条例に基づく施策等の実施状況及び前項の規定に基づく意見を審議

会に報告するものとする。 

３ 市長は、第１項の実施状況について調査及び分析を行うものとする。 

（委任） 

第21条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

38



5/5 

附 則 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。ただし、第15条から第18条までの規定は、

市長が規則で定める日から施行する。（平成25年規則第63号で平成25年10月１日から施行） 

２ この条例の施行の日において、工業地域として指定されている地域は、モノづくり推進地

域として指定されたものとみなす。 

３ 市長は、住工共生のまちづくりの推進に関する施策の実施状況その他この条例の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 
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東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、住工共生のまちづくり条例（平成２５年東大阪市条例第５号。以下

「条例」という。）の理念に基づき、住工共生のまちづくりのため、住宅とモノづくり企

業との相隣環境上の問題解決を図り、もって住工共生のまちの実現に資することを目的

とする。

（用語の定義）

第２条 この要綱における用語の意義は、条例の定めるところによる。

（補助金対象事業等）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助金対象事業」という。）は、住宅の居

住者又は所有者等（以下「住宅等」という。）からモノづくり企業が発生する騒音又は振

動に関して苦情を申し立てられ、その対策として建築物等の新設、改築、増築、機械設

備の改造、交換などの改善を行う事業（生産にかかる機械設備の新規購入は除く）、その

他市長が対策として適切と認める事業とし、補助金対象事業について対策を行うモノづ

くり企業（法人又は個人。以下「補助金対象事業者」という。）に対し補助金を交付する。

２ 前項の苦情の申し立ては、住宅等または住宅等から苦情を受けたモノづくり企業から

東大阪市環境部公害対策課への申し出をもって確認とする。

（補助金対象事業となる対策）

第４条 前条の対策について、騒音に対する対策の場合は、次の各号に該当することが予

測されるものであること。

(1) 東大阪市生活環境保全等に関する条例施行規則（昭和４８年９月 1日東大阪市規則第

４７号。以下「生活環境条例規則」という。）別表第５（５）に規定されている第１種

区域及び第２種区域については、それぞれの区域の基準を遵守できること。

(2) 生活環境条例規則別表第５（５）に規定されている第３種区域及び第４種区域のうち、

既設の学校、保育所の敷地の周囲５０メートルの区域及び第２種区域の境界線から１

５メートル以内の区域については、第２種区域の基準を遵守できること。

(3) 生活環境条例規則別表第５（５）に規定されている第 4種区域のうち、その他の区域

については、第 3種区域の基準を遵守できること。

２ 前条の対策について、振動に対する対策の場合は、次の各号に該当するものであるこ

と。
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(1) 生活環境条例規則別表（６）に規定されている第１種区域については、その区域の

基準を遵守できること。

(2)  生活環境条例規則別表第５（６）に規定されている第２種区域〔Ⅰ〕及び第２種区

域〔Ⅱ〕については、第１種区域の基準を遵守できること。

（補助金の額）

第５条 補助金の交付の対象として市長が認める経費（以下「補助金対象経費」という。）

に２分の１を乗じて得た額以内で、上限１，０００，０００円とし、補助金交付申請の

属する年度ごとに、予算の範囲内において交付する。ただし、補助金の下限額は、１０

０，０００円とする。

２ 補助金対象事業者が、国・府その他の公共的団体から当該補助金対象事業に係る工事

等について補助金の交付を受けた場合あるいは寄付等他に収入（以下「他の補助金等」

という。）がある場合、又はその予定がある場合は、補助金対象経費から他の補助金等の

金額を差し引いて補助対象経費を算定するものとする。

３ 補助金の額に千円未満の端数があるときは、切り捨てるものとする。

（補助対象外事業）

第６条 

１ 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金対象事業としないものとする。

(1) 苦情が申し立てられていないモノづくり企業が実施するもの。

(2) 苦情を申し立てている住宅等が当該モノづくり企業の親族あるいは従業員など、関係

者のものであるもの。

(3) 補助金対象事業に対する補助金の額が補助金の下限額に達しないもの。

(4) 補助金対象事業が、法令等に抵触する恐れがあるもの。

(5) その他、市長が補助金対象事業として適当でないと認めるもの。

２ 前項の規定に関わらず、事業者が次の各号のいずれかに該当する者(以下、「暴力団等」

という)である場合は、補助金対象事業としないものとする。

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団

(2) 東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号に規定す

る暴力団密接関係者

（補助対象回数）

第７条 補助金対象事業は、事業所ごとに各年度１回とする。
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（補助金交付の申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする補助金対象事業者は、東大阪市住工共生相隣環境

対策支援補助金交付申請書（様式第１。以下「申請書」という。）に次の各号に定める書

類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 補助金対象事業概要書

(2) 補助金対象事業に係る見積書等

(3) 苦情発生状況報告書

(4) 東大阪市暴力団排除条例に伴う誓約書

(5) その他、市長が必要と認める書類

（補助金交付決定の通知）

第９条 市長は、申請書の提出があったときは、内容等を審査し、補助金を交付すること

が適当と認めるときは、あるいは適当でないと認めたときは、東大阪市住工共生相隣環

境対策支援補助金交付・不交付決定通知書（様式第２）により、通知するものとする。

２ 市長は、補助金交付を決定する場合において、必要があると認めるときは、条件を付

することができる。

（補助金対象事業の完了）

第１０条 補助金対象事業者は、補助金交付の決定の通知を受けた後、当該補助金対象事

業を速やかに完了するよう努めなければならない。

２ 補助金対象事業の完了は第４条各号に適合することの確認又は当該補助金対象事業に

かかる苦情の解決をもって完了とする。

（補助金対象事業の完了報告）

第１１条 補助金対象事業者は、補助金対象事業の完了後、速やかに東大阪市住工共生相

隣環境対策支援補助金対象事業完了報告書（様式第３）に次の各号に定める書類を添付

して市長に提出しなければならない。

(1) 補助金対象事業実施報告書

(2) 補助金対象事業に係る納品書、請求書、領収書

(3) 苦情対応経過報告書

(4) 市税にかかる滞納の有無等照会同意書

(5) その他、市長が必要と認める書類

（交付金額の確定）

第１２条 市長は、前条の規定による報告があったときは、当該報告に係る書類を審査す
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るとともに、必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付することが適当であると認

めたときは、補助金額を確定し、東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金額確定通知

書（様式第４。以下「確定通知書」という。）により通知するものとする。

（補助金交付の請求）

第１３条 確定通知書を受けた補助金対象事業者で、補助金の交付を受けようとする補助

金対象事業者は、東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付請求書（様式第５）を

市長に提出しなければならない。

（帳簿の保管、調査及び指示）

第１４条 補助金の交付を受けた補助金対象事業者は、関係帳簿について、５年間保管し

なければならない。

２ 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、補助金対象事業者に対して、補助金

対象事業に関し報告を求め、又は関係帳簿等を調査することができる。

３ 市長は、前項の規定による報告又は調査の結果に基づき、補助金対象事業者に対して、

当該補助金対象事業の実施について、必要な指示を与えることができる。

（申請内容の変更等）

第１５条 補助金対象事業者は、補助金対象事業について、次の各号のいずれかに該当す

ることとなったときは、速やかに東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業変

更・中止・廃止届出書（様式第６）を市長に提出しなければならない。

(1) 申請書又は添付書類に記載した事項に変更が生じたとき。ただし、軽微な変更にあっ

ては、この限りでない。

(2) 補助金対象事業を中止し、又は廃止したとき。

(3) 補助金対象事業が予定期間内に完了せず、又は補助金対象事業の遂行が困難となった

とき。

２ 補助金対象事業者は、補助金対象事業について、補助要件又は事業費等に変更が生じ

た場合、又は生じることが判明した場合、速やかに東大阪市住工共生相隣環境対策支援

補助金対象事業変更承認申請書（様式第７。以下「変更承認申請書」という。）を市長に

提出しなければならない。

３ 変更承認申請書には、変更に係る事項が明確に判明できる書類を添付しなければなら

ない。

４ 市長は、変更承認申請書の提出があったときは、内容等を審査し、変更を承認するこ

とが適当と認めるとき、あるいは変更を承認することが不適当と認めるときは、東大
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阪市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業変更承認・不承認通知書（様式第８）

により通知するものとする。

５ 補助金対象事業者が、申請を取り下げようとするときは、東大阪市住工共生相隣環境

対策支援補助金交付申請取り下げ届出書（様式第９）を市長に提出しなければならない。

（地位の承継）

第１６条 補助金対象事業者に係る相続、合併等により、補助金対象事業に係る事業を承

継しようとする者は、東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付決定事業承継届出

書（様式第１０。以下「承継届出書」という。）を市長に提出しなければならない。

２ 承継届出書には、承継に係る事項が明確に判明できる書類を添付しなければならない。

（交付決定の取消し等）

第１７条 市長は、補助金対象事業者又は補助金対象事業が次の各号のいずれかに該当す

るときは、交付決定を取り消すことができる。

(1) 虚偽その他の不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。

(2) 補助金の交付の決定に付された条件に違反したとき。

(3) 完了報告時において、市税を滞納しているとき。

(4) 補助金対象事業が完了しているにも関わらず、事業完了報告がなされなかったとき。

(5) 補助金対象事業を中止し、若しくは廃止したとき、又は補助金対象事業が中止若し

くは廃止の状態にあると市長が認めたとき。

(6) 暴力団等であることが判明したとき。

(7) その他この要綱に定める条件に違反したとき。

２ 市長は前項に基づき補助金対象事業の交付決定を取り消した場合には、東大阪市住工

共生相隣環境対策支援補助金交付決定取消通知書（様式第１１）により通知するものと

する。

３ 市長は、第 1 項の場合において、補助金対象事業者が既に補助金の交付を受けている

ときは、その全額又は一部の返還を命ずることができる。

 （財産の管理）

第１８条 補助金対象事業者は、補助金対象事業により取得した財産（以下「取得財産」

という。）については、補助金対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもっ

て管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。

 （財産の処分の制限）

第１９条 補助金対象事業者は、取得財産の取得後５年間は、取得財産を市長の承認を受
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けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、売却し、譲渡し、交換し、貸し付けし、

又は担保に供してはならない。

２ 補助金対象事業者は、取得財産の取得後５年間、毎年度、東大阪市住工共生相隣環境

対策支援補助金取得財産等状況報告書（様式第１２）を市長に提出しなければならない。

 （警察署長からの意見聴取）

第２０条 市長は、必要があると認めるときは、補助金対象事業者が暴力団等であるかど

うかについて、警察署長の意見を聴くことができる。

（東大阪市補助金等交付規則の適用）

第２１条 補助金の交付については、この要綱に定めるもののほか、東大阪市補助金等交

付規則（平成元年東大阪市規則第１３号）の規定によるものとする。

（委任）

第２２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。

附 則

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

２ この要綱は、平成２５年７月８日から施行する。

   附 則

１ 平成３１年３月３１日までの間に完了した補助対象事業については、第５条第１項の

適用について、同条同項中「２分の１」とあるものを「３分の２」に、「上限１，０００，

０００円」とあるものを「上限３，０００，０００円」と読み替えるものとする。

２ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。

附 則

１ 平成３１年４月１日以降に完了した補助対象事業については、第５条第１項の適用に

ついて、「上限１，０００，０００円」とあるものを「上限３，０００，０００円」と読み

替えるものとする。

２ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
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附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

46



東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱新旧対照表（案） 

新 旧 

（補助金対象事業等） 
第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助金対象事業」という。）
は、周辺住民の生活環境の保全を図るため、モノづくり企業から発生す
る騒音又は振動対策として建築物等の新設、改築、増築、機械設備の改
造、交換などの改善を行う事業（生産にかかる機械設備の新規購入は除
く。）その他市長が対策として適切と認める事業とし、補助金対象事業に
ついて対策を行うモノづくり企業（法人又は個人。以下「補助金対象事業
者」という。）に対し補助金を交付する。 

（補助対象外事業） 
第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金対象事業としない
ものとする。 

(1) 補助金対象事業に対する補助金の額が補助金の下限額に達しないも
の。 
(2) 補助金対象事業が、法令等に抵触する恐れがあるもの。 
(3) その他市長が補助金対象事業として適当でないと認めるもの。 

２ （略）

（補助金交付の申請） 

（補助金対象事業等） 
第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助金対象事業」という。）
は、住宅の居住者又は所有者等（以下「住宅等」という。）からモノづく
り企業が発生する騒音又は振動に関して苦情を申し立てられ、その対策
として建築物等の新設、改築、増築、機械設備の改造、交換などの改善を
行う事業（生産にかかる機械設備の新規購入は除く。）その他市長が対策
として適切と認める事業とし、補助金対象事業について対策を行うモノ
づくり企業（法人又は個人。以下「補助金対象事業者」という。）に対し
補助金を交付する。 

２ 前項の苦情の申し立ては、住宅等または住宅等から苦情を受けたモノ

づくり企業から東大阪市環境部公害対策課への申し出をもって確認とす

る。 

（補助対象外事業） 
第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金対象事業としない
ものとする。 
(1) 苦情が申し立てられていないモノづくり企業が実施するもの。 
(2) 苦情を申し立てている住宅等が当該モノづくり企業の親族あるいは
従業員など、関係者のものであるもの。 
(3) 補助金対象事業に対する補助金の額が補助金の下限額に達しないも
の。 
(4) 補助金対象事業が、法令等に抵触する恐れがあるもの。 
(5) その他市長が補助金対象事業として適当でないと認めるもの。 

２ （略）

（補助金交付の申請） 
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第８条 補助金の交付を受けようとする補助金対象事業者は、東大阪市住
工共生相隣環境対策支援補助金交付申請書（様式第１。以下「申請書」と
いう。）に次の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならな
い。 
(1) 補助金対象事業概要書 
(2) 補助金対象事業に係る見積書等 

(3) 東大阪市暴力団排除条例に伴う誓約書 
(4) その他市長が必要と認める書類 

（補助金対象事業の完了） 
第１０条 （略） 
２ 補助金対象事業の完了は第４条各号に適合することの確認をもって完
了とする。

（補助金対象事業の完了報告） 
第１１条 補助金対象事業者は、補助金対象事業の完了後、速やかに東大
阪市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業完了報告書（様式第３）
に次の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
(1) 補助金対象事業実施報告書 
(2) 補助金対象事業に係る納品書、請求書、領収書 

(3) 市税にかかる滞納の有無等照会同意書 
(4) その他市長が必要と認める書類 

様式第１（第８条関係） 
東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付申請書 

  年  月  日
（宛先）東大阪市長 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助金対象事業者は、東大阪市住
工共生相隣環境対策支援補助金交付申請書（様式第１。以下「申請書」と
いう。）に次の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならな
い。 
(1) 補助金対象事業概要書 
(2) 補助金対象事業に係る見積書等 
(3) 苦情発生状況報告書 
(4) 東大阪市暴力団排除条例に伴う誓約書 
(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金対象事業の完了） 
第１０条 （略） 
２ 補助金対象事業の完了は第４条各号に適合することの確認又は当該補
助金対象事業にかかる苦情の解決をもって完了とする。

（補助金対象事業の完了報告） 
第１１条 補助金対象事業者は、補助金対象事業の完了後、速やかに東大阪
市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業完了報告書（様式第３）に次
の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
(1) 補助金対象事業実施報告書 
(2) 補助金対象事業に係る納品書、請求書、領収書 
(3) 苦情対応経過報告書 
(4) 市税にかかる滞納の有無等照会同意書 
(5) その他市長が必要と認める書類 

様式第１（第８条関係） 
東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付申請書 

  年  月  日
（宛先）東大阪市長 
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申請者 住   所                     
名   称                     
（ふりがな）（                     ）  

  代表者氏名                     
法人に有っては主たる事務所の所在地、 
法人名称、代表者肩書氏名

東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱第８条の規定によ
り補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記

１．補助金対象事業名 ： 
２．補助金対象事業の実施事業所名称 ： 
３．補助金対象事業の実施事業所所在地 ： 
４．補助金対象事業概要 ：  

 ５．補助金対象事業に係る見積書等 ：  

 ６．東大阪市暴力団排除条例に伴う誓約書 ： 

様式第３（第１１条関係） 
東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業完了報告書 

  年  月  日
（宛先）東大阪市長 

報告者 住 所                   
  氏 名                   

                法人に有っては主たる事務所の所在地、 
法人名称、代表者肩書氏名

申請者 住   所                     
名   称                     
（ふりがな）（                     ）  

  代表者氏名                     
法人に有っては主たる事務所の所在地、 
法人名称、代表者肩書氏名

東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱第８条の規定によ
り補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記

１．補助金対象事業名 ： 
２．補助金対象事業の実施事業所名称 ： 
３．補助金対象事業の実施事業所所在地 ： 
４．補助金対象事業概要 ：  

 ５．補助金対象事業に係る見積書等 ：  
 ６．苦情発生状況 ： 
 ７．東大阪市暴力団排除条例に伴う誓約書 ： 

様式第３（第１１条関係） 
東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金対象事業完了報告書 

  年  月  日
（宛先）東大阪市長 

報告者 住 所                   
  氏 名                   

                法人に有っては主たる事務所の所在地、 
法人名称、代表者肩書氏名
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東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱第９条第１項の規
定により通知を受けた補助金対象事業について完了しましたので、同要
綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

記 
１．決定番号 ：   第    号 
２．決定年月日 ：  年 月 日 
３．補助金対象事業名 ： 
４．補助金対象事業の実施事業所名称 ： 
５．補助金対象事業の実施事業所所在地 ： 
６．補助金対象事業実施報告書 
７．補助金対象事業に係る納品書、請求書、領収書 ：  

８．市税にかかる滞納の有無等照会同意書 

東大阪市住工共生相隣環境対策支援補助金交付要綱第９条第１項の規
定により通知を受けた補助金対象事業について完了しましたので、同要
綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

記 
１．決定番号 ：   第    号 
２．決定年月日 ：  年 月 日 
３．補助金対象事業名 ： 
４．補助金対象事業の実施事業所名称 ： 
５．補助金対象事業の実施事業所所在地 ： 
６．補助金対象事業実施報告書 
７．補助金対象事業に係る納品書、請求書、領収書 ：  
８．苦情対応経過報告書 ： 
９．市税にかかる滞納の有無等照会同意書 

5
0


